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平成１５年４月２1日

（８）平成（８）平成（８）平成（８）平成 11115555年年年年 3333月期　個別財務諸表の概要月期　個別財務諸表の概要月期　個別財務諸表の概要月期　個別財務諸表の概要

　上 場 会 社 名　ＨＯＹＡＨＯＹＡＨＯＹＡＨＯＹＡ株式会社 上場取引所（所属部）　東証第１部
　コ ー ド 番 号　７７４１ 本社所在都道府県　　　東　京　都
　（ＵＲＬ　http://www.hoya.co.jp ）
　代　　表　　者　取締役社長　鈴木　 洋
　問合せ先責任者　専務取締役　江間  賢二 　         ＴＥＬ　(03)3952-1160
  決算取締役会開催日　平成15年4月21日　　　 中間配当制度の有無　　　　　　有
　定時株主総会開催日　平成15年6月20日 単元株制度採用の有無　　有（１単元　100株）

平成15年3月期の業績（平成14年4月1日～平成15年3月31日）                    
[単位：百万円未満切捨]

(1)経営成績
売 上 高 営業利益 経常利益

15年3月期
14年3月期

　　　　　　 百万円　　 　％
　１５９，４３２（　５．０）
　１５１，７８９（　０．４）

　　　　　　 百万円　 　　％
　 ２６，５３６（　１０．６）
　 ２３，９８５（△１９．７）

　　　 　 　 百万円　 　　％
　 ２９，４６０（　△２．４）
　 ３０，１６９（△１６．１）

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当り当期純利益

株主資本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

15年3月期
14年3月期

　　　　  百万円　　　　％
 　８，８５２（△４２．３）
 １５，３３３（　２４．８）

　　円　　銭
　７５　２７
１３２　０４

　　　 円　　銭
　 　７５　２６
　　  －　　－

　　　　％
　　５．２
  　９．２

　　  　％
 １３．８
 １３．９

　  　　％
１８．５
１９．９

（注）①期中平均株式数　　15年3月期　116,013,885株、 14年3月期　116,123,361株
　　　②会計処理の方法の変更　　無
　　　 ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は、対前期増減率

(2)配当状況
１株当たり年間配当金

中　　間 期　　末
配当金総額
（年  間） 配当性向

株主資本
配 当 率

15年3月期
14年3月期

      円　  銭
　５０　００
　５０　００

　    円　  銭
　２５　００
　２５　００

 　   円　  銭
　２５　００
　２５　００

        百万円
　５，７８２
　５，８０６

            ％
　　６６．４
　　３７．９

           ％
　　 ３．５
　　 ３．５

(3)財政状態
総　資　産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

15年3月期
14年3月期

  　 　         　百万円
　　２０９，３８７
　　２１７，０７４

  　   　  　   　百万円
　  １６６，３７４
　  １７１，９３３

　  　　　　％
　　７９．５
　　７９．２

　　　   　　 円　  銭
　　１，４４４　５５
  　１，４８０　６２

（注）①期末発行済株式数　　15年3月期　115,173,355株、 14年3月期　116,122,346株
　　　②期末自己株式数　　　15年3月期　951,050株、 14年3月期　2,059株

（注）当社は迅速・的確な情報開示のために四半期決算を実施し、証券アナリストをはじめとした市場参加者の方々
が業績予想をしやすいように配慮しておりますが、参考として、第１四半期（4月～6月）の決算発表時(7月)に中間
期の業績予想を、第３四半期（10月～12月）の決算発表時(翌年1月)に通期の業績予想を連結で発表しております。
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（９）個別財務諸表等
１．貸借対照表１．貸借対照表１．貸借対照表１．貸借対照表

（単位：百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期
（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

金    額 構成比％ 金    額 構成比％ 増減額 増減率％
流　 　動 　　資 　　産 116,849 55.8 114,963 53.0 1,886 1.6

現 金 預 金 41,368 46,503 △ 5,135
受 取 手 形 10,997 11,023 △ 26
売 掛 金 34,880 33,566 1,314
商 品 3,065 2,660 405
製 品 4,144 2,916 1,228
半 製 品 1,954 2,187 △ 233
原 材 料 1,864 1,954 △ 90
仕 掛 品 3,551 3,511 40
貯 蔵 品 2,047 1,929 118
未 収 還 付 法 人 税 等 3,899 － 3,899
未 収 入 金 2,668 2,959 △ 291
短 期 貸 付 金 2,322 2,139 183
繰 延 税 金 資 産 2,451 2,326 125
そ の 他 2,159 1,951 208
貸 倒 引 当 金 △ 525 △ 666 141

固　 　定 　　資 　　産 92,538 44.2 102,110 47.0 △ 9,572 △ 9.4
41,087 19.6 43,647 20.1 △ 2,560 △ 5.9

建 物 11,031 12,051 △ 1,020
構 築 物 769 717 52
機 械 装 置 15,532 16,868 △ 1,336
車 輌 運 搬 具 46 48 △ 2
工 具 器 具 備 品 5,138 5,604 △ 466
土 地 6,692 6,801 △ 109
建 設 仮 勘 定 1,876 1,555 321

2,973 1.4 2,741 1.2 232 8.5
　投 資 そ の 他 の 資 産 48,477 23.2 55,721 25.7 △ 7,244 △ 13.0

投 資 有 価 証 券 416 626 △ 210
関 係 会 社 株 式 42,660 46,117 △ 3,457
長 期 貸 付 金 1,681 2,614 △ 933
長 期 前 払 費 用 667 159 508
敷 金 316 358 △ 42
繰 延 税 金 資 産 2,055 5,140 △ 3,085
そ の 他 の 投 資 等 1,665 1,689 △ 24
貸 倒 引 当 金 △ 985 △ 984 △ 1

209,387 100.0 217,074 100.0 △ 7,687 △ 3.5

　有  形　固　定　資　産

　無  形　固　定　資　産

増　　　減

資 産 合 計

科　 　目
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（単位：百万円未満切捨）

当　　　　期 前　　　　期
（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

金    額 構成比％ 金    額 構成比％ 増減額 増減率％
流　 　動 　　負 　　債 42,513 20.3 38,419 17.7 4,094 10.7

支 払 手 形 696 468 228
買 掛 金 18,307 16,967 1,340
未 払 金 4,301 3,436 865
未 払 外 注 加 工 費 808 705 103
未 払 法 人 税 等 569 2,565 △ 1,996
未 払 費 用 5,159 3,945 1,214
預 り 金 9,795 7,356 2,439
賞 与 引 当 金 2,529 2,681 △ 152
設 備 支 払 手 形 139 45 94
そ の 他 205 247 △ 42

固　 　定 　　負 　　債 500 0.2 6,720 3.1 △ 6,220 △ 92.6
長 期 未 払 金 15 47 △ 32

 退 職 給 付 引 当 金 － 6,056 △ 6,056
役 員 退 職 慰 労 金 引 当 金 221 173 48
特 別 修 繕 引 当 金 263 443 △ 180

43,013 20.5 45,140 20.8 △ 2,127 △ 4.7
資　 　　本　　　　金 6,264 3.0 6,264 2.9 － －
資 　本 　剰　 余 　金 15,898 7.6 15,898 7.3 － －

資 本 準 備 金 15,898 15,898 －
利 　益 　剰　 余 　金 151,248 72.2 149,713 69.0 1,535 1.0

利 益 準 備 金 1,566 1,566 －
 特 別 償 却 準 備 金 480 495 △ 15
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 917 929 △ 12
別 途 積 立 金 140,241 130,241 10,000

　 当 期 未 処 分 利 益 8,042 16,480 △ 8,438
その他有価証券評価差額金 15 0.0 74 0.0 △ 59 △ 79.7
自　　己　　株　　式 △ 7,052 △ 3.3 △ 16 △ 0.0 △ 7,036 －

166,374 79.5 171,933 79.2 △ 5,559 △ 3.2
209,387 100.0 217,074 100.0 △ 7,687 △ 3.5

（注）
１．自己株式の残高 7,052 百万円 16 百万円
　　　及びその数 951,050 株 2,059 株
２．減価償却累計額 90,044 百万円 81,738 百万円

負 債 合 計

増　　減

　　　当　　期　　　 　　　前　　期　　　

負 債 資 本 合 計
資 本 合 計

  科　 　目
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２．損益計算書 ２．損益計算書 ２．損益計算書 ２．損益計算書 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円未満切捨）

当　　　期 前　　　期
自　平成14年4月1日 自　平成13年4月1日 増　　減
至　平成15年3月31日 至　平成14年3月31日
金　額 百分比％ 金　額 百分比％ 増減額 増減率％
159,432 100.0 151,789 100.0 7,643 5.0
106,979 67.1 103,410 68.1 3,569 3.5
52,453 32.9 48,378 31.9 4,075 8.4
25,916 16.3 24,393 16.1 1,523 6.2
26,536 16.6 23,985 15.8 2,551 10.6
5,548 3.5 6,947 4.6 △ 1,399 △ 20.1
97 61 36

1,548 2,647 △ 1,099
3,902 4,238 △ 336
2,624 1.6 764 0.5 1,860 243.5

6 7 △ 1
2,618 757 1,861
29,460 18.5 30,169 19.9 △ 709 △ 2.4

67 0.0 250 0.1 △ 183 △ 73.2
35 － 35
25 209 △ 184
6 － 6
－ 41 △ 41

15,187 9.5 5,632 3.7 9,555 169.7
10,189 － 10,189
2,639 1,530 1,109
1,478 400 1,078
155 － 155
77 － 77
7 － 7
6 3,118 △ 3,112
－ 499 △ 499
632 83 549

14,340 9.0 24,787 16.3 △ 10,447 △ 42.1
670 0.4 7,604 5.0 △ 6,934 △ 91.2
4,817 3.0 1,849 1.2 2,968 160.5
8,852 5.6 15,333 10.1 △ 6,481 △ 42.3
3,507 3,845 △ 338
－ 204 △ 204

1,415 － 1,415
2,902 2,903 △ 1
8,042 16,480 △ 8,438
75.27 円 132.04 円 △ 56.77 円

（注）

中 間 配 当 額

法 人 税、 住民 税及 び事 業税

退 職 加 算 金

投 資 有 価 証 券 売 却 損
営 業 権 償 却 費

操 業 休 止 関 連 費 用

売 上 高

特 別 修 繕 引 当 金 戻 入 益

当 期 未 処 分 利 益

固 定 資 産 売 却 益

受 取 配 当 金

そ の 他 特 別 損 失

合併に伴う未処理損失受入額

前 期 繰 越 利 益

営 業 外 収 益

売 上 総 利 益

科　　目

当 期 純 利 益

固 定 資 産 処 分 損

経 常 利 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 原 価

法 人 税 等 調 整 額

営 業 利 益
販売費及び一般管理費

支 払 利 息
雑 損 失

受 取 利 息

雑 収 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

厚 生 年 金 基 金 補 填 金

退 職 一 時 金
投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 有 価 証 券 売 却 益

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益

合併に伴う未処分利益受入額

平成15年3月1日付で連結子会社のHOYAｸﾘｽﾀﾙ株式会社およびHOYAｸﾘｽﾀﾙｼｮｯﾌﾟ株式会社を吸収合併しました。こ
のため、当期から両社の売上高がHOYA株式会社単独（個別）の実績として上記の損益計算書に加わりました
が、当期の売上高につきましては、両社の本年3月分の売上高のみとなります。

税 引 前 当 期 純 利 益
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３．利益処分案 ３．利益処分案 ３．利益処分案 ３．利益処分案 

（単位：百万円未満切捨）
当      期 前  　　期

（平成15年3月期） （平成14年3月期）

当期未処分利益 8,042 16,480 △ 8,438
任意積立金取崩額 218 257 △ 39
　１．特別償却準備金 140 150 △ 10
　２．固定資産圧縮積立金 77 107 △ 30

合　　　計 8,260 16,738 △ 8,478
利益処分額 4,137 13,230 △ 9,093
　１．利益配当金 2,879 2,903 △ 24

（ 1株につき25円 ） （ 1株につき25円 ）
　２．取締役賞与金 120 96 24
　３．任意積立金 1,138 10,231 △ 9,093
  (1) 特別償却準備金 119 136 △ 17
　(2) 固定資産圧縮積立金 18 95 △ 77
  (3) 別途積立金 1,000 10,000 △ 9,000
次期繰越利益 4,122 3,507 615

(注) 1.中間配当を次のとおり実施しております。
（当　期） （前　期）

実　施　日 平成14年12月1日 平成13年11月27日
中間配当金 2,902 百万円 2,903 百万円

(1株につき25円） (1株につき25円）

 　　2.特別償却準備金は、租税特別措置法の規定による積立額及び取崩額であります。

　   3.固定資産圧縮積立金は、租税特別措置法の規定による積立額並びに法人税法及び租税特別措置法の規定

　　　による取崩額であります。

科　　　目 増　　減
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４．重要な会計方針４．重要な会計方針４．重要な会計方針４．重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法
(1) 子会社及び関連会社株式 …………移動平均法による原価法
(2) その他有価証券
時価のあるもの……………………

時価のないもの……………………移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 商品・製品・半製品・仕掛品……………総平均法による原価法
(2) 原材料………………………………………総平均法による原価法（一部最終仕入原価法による原価法）
(3) 貯蔵品………………………………………総平均法による原価法及び最終仕入原価法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 …………

(2) 無形固定資産 ………… 定額法

４．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金

(2) 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給にあてるため、支給見込額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

[ 追加情報] 

(4) 役員退職慰労金引当金

(5) 特別修繕引当金

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

６．リース取引の処理方法

７．消費税及び地方消費税の会計処理方法
　税抜方式を採用しております。

８．会計方針の変更　
(1) 自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

(2) 1株当たり情報

当期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入法により処
理し、売却原価は、移動平均法により算定）

　なお、主な耐用年数は、建物10～50年、機械装置5～10年であります。

　連続溶解炉の一定期間毎に行う大修繕の支出にそなえるため、前回の大修繕における支出額を基礎とした見積
額によって計上しております。

　役員に対する退職慰労金の支払にそなえるため、内規に基づく必要額の100%を計上しております。

平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）については定額
法、それ以外の有形固定資産については定率法。

　なお、ｿﾌﾄｳｪｱの社内における利用可能期間は5年であります。

　債権の貸倒れによる損失にそなえるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権及び破産更
生債権等については財務内容評価法により計上しております。

　従業員の退職給付にそなえるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しており
ます。

　当第３四半期において、退職一時金制度を廃止するとともに、第４四半期（平成15年1月29日）において厚生労
働大臣より厚生年金基金の解散の認可を得て、同日に基金を解散したことにより、退職給付引当金を全額取り崩
しております。

　「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号)及び「1株当たり当期純利益に関する会計基
準の適用指針」（企業会計基準適用指針第4号）が平成14年4月1日以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用
されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針によっております。

　「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第1号）が平成14年4月1日以後に適用さ
れることになったことに伴い、当事業年度から同基準によっております。これによる当事業年度に与える影響は
軽微であります。なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部については、
改正後の財務諸表等規則により作成しております。

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

外貨建金銭債権債務は、当期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。



７

[税効果会計に係る注記]

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：百万円未満切捨）

(1) 流動の部 当　期 前　期
平成15年3月31日現在 平成14年3月31日現在

繰延税金資産
減価償却損金算入限度超過額 1,264 1,264
賞与引当金損金算入限度超過額 1,048 786
未払事業税否認額 － 255
その他 473 477

繰延税金資産　合計 2,786 2,785

繰延税金負債
前払年金費用 － △ 341
その他 △ 334 △ 116

繰延税金負債　合計 △ 334 △ 458
繰延税金資産の純額 2,451 2,326

(2) 固定の部
繰延税金資産
減価償却損金算入限度超過額 1,431 2,740
退職給付引当金損金算入限度超過額 － 2,278
固定資産評価損否認額 906 582
貸倒引当金損金算入限度超過額 152 132
その他 469 460

繰延税金資産　合計 2,959 6,194

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △ 582 △ 656
特別償却準備金 △ 312 △ 344
その他有価証券評価差額金 △ 10 △ 53

繰延税金負債　合計 △ 904 △ 1,053
繰延税金資産の純額 2,055 5,140

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

当　期 前　期
自平成14年4月1日 自平成13年4月1日
至平成15年3月31日 至平成14年3月31日

法定実効税率 41.7 ％ 41.7 ％
（調　整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7 0.5
住民税均等割等 0.4 0.2
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △ 4.2 △ 4.0
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.5 －
その他 △ 0.8 △ 0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 38.3 ％ 38.1 ％

３． 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

固定の部の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、前期41.7％、当期40.4％
であり、当期における税率の変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）
が66百万円減少し、当期に費用計上された法人税等の金額が同額増加しております。



８

[退職給付に係る注記]

（単位：百万円未満切捨）

１． 企業の採用する退職給付制度

２． 退職給付債務等の内容
当　期 前　期

(1) 退職給付債務及びその内訳 平成15年3月31日現在 平成14年3月31日現在

退職給付債務 － 46,150
年金資産 － △ 25,326
未積立退職給付債務 － 20,824
会計基準変更時差異の未処理額 － 2,257
未認識過去勤務債務（債務の減額） － 1,244
未認識数理計算上の差異（債務の増額） － △ 19,034
前払年金費用 － 764
退職給付引当金 － 6,056

当　期 前　期
自平成14年4月1日 自平成13年4月1日

(2) 退職給付費用の内訳 至平成15年3月31日 至平成14年3月31日

勤務費用 1,137 1,124
利息費用 865 1,330
期待運用収益 △ 1,044 △ 1,508
会計基準変更時差異の費用の減額処理額 △ 128 △ 173
過去勤務債務の費用の減額処理額 △ 89 △ 118
数理計算上の差異の費用処理額 1,233 695

小計 1,973 1,350
厚生年金基金補填額 10,189 －
退職一時金 155 －
退職加算金 2,639 1,530
退職給付費用 14,958 2,881

(3) 退職給付債務等の計算基礎
① 割引率 － 2.5 ％
② 期待運用収益率 5.5 ％ 5.5 ％
③ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準
④ 会計基準変更時差異の処理年数 15 年 15 年
⑤ 過去勤務債務の処理年数 12 年 12 年

⑥ 数理計算上の差異の処理年数 12 年 12 年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により費用の減額処理をしております。）

（各会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法により、それぞれ発生し
た会計年度の翌会計年度から費用処理をしております。）

　退職一時金制度及び厚生年金基金制度を採用しておりましたが、当期第3四半期において退職一時金制
度を廃止するとともに、厚生年金基金につきましては、平成15年1月29日に厚生労働大臣より解散の認可
を得て同日解散し、結了に向けて手続き中です。



９

５．販売の状況（部門別売上高明細表） ５．販売の状況（部門別売上高明細表） ５．販売の状況（部門別売上高明細表） ５．販売の状況（部門別売上高明細表） 

（単位：百万円未満切捨）

　　　　　　期　別 当　　　期 前　　　期

自　平成14年4月1日 自　平成13年4月1日
至　平成15年3月31日 至　平成14年3月31日

部　門　別 金　額 構成比％ 金　額 構成比％ 金　額 増減率％

　 国　内 61,522 57.8 53,921 56.9 7,601 14.1

　 輸　出 44,881 42.2 40,815 43.1 4,066 10.0

 106,403 66.7 94,736 62.4 11,667 12.3

国　内 36,180 68.8 39,738 69.7 △ 3,558 △ 9.0

輸　出 16,408 31.2 17,314 30.3 △ 906 △ 5.2

ビジョンケア 52,588 33.0 57,052 37.6 △ 4,464 △ 7.8

国　内 423 96.3 － － 423 －

輸　出 16 3.7 － － 16 －

クリスタル 440 0.3 － － 440 －

国　　内 98,126 61.5 93,659 61.7 4,467 4.8

輸　　出 61,306 38.5 58,129 38.3 3,177 5.5

合　  　計 159,432 100.0 151,789 100.0 7,643 5.0
（注）

増　　減

エレクトロオプティクス

平成15年3月1日付で連結子会社のHOYAｸﾘｽﾀﾙ株式会社およびHOYAｸﾘｽﾀﾙｼｮｯﾌﾟ株式会社を吸収合併しまし
た。このため、当期からｸﾘｽﾀﾙ部門の売上高がHOYA株式会社単独（個別）の実績として上記の表に加わ
りましたが、当部門の当期の売上高につきましては、両社の本年3月分の売上高のみとなります。



１０

１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他の役員の異動

１） 新任取締役候補

社外取締役 塙　義一 （現　日産自動車株式会社　取締役会長）

社外取締役 河野　栄子 （現　株式会社リクルート　代表取締役社長）

２） 任期満了による再選取締役候補

取　締　役 鈴木　洋 （現　当社代表取締役社長）

取　締　役 江間　賢二 （現　当社専務取締役）

社外取締役 椎名　武雄 （現　当社社外取締役、日本ｱｲ・ﾋﾞｰ・ｴﾑ株式会社最高顧問）

社外取締役 茂木　友三郎 （現　当社社外取締役、ｷｯｺｰﾏﾝ株式会社代表取締役社長）

３） 任期途中で一旦辞任の再選取締役候補

取　締　役 丹治　宏彰 （現　当社取締役）

社外取締役 佐伯　尚孝 （現　当社社外取締役、株式会社ＵＦＪ銀行　特別顧問）

４） 退任予定監査役

現　常勤監査役 加藤　孝

現　常勤監査役 小澤　惠雄

現　常勤監査役 松永　勝弘

現　監査役 飯塚　英明

５） 就任予定執行役

代表執行役 鈴木　洋 （兼　当社取締役）

執　行　役 江間　賢二 （兼　当社取締役）

執　行　役 丹治　宏彰 （兼　当社取締役）

３． 就任予定日

平成15年6月20日
以　　上

(10）役員の異動

※当社では、平成15年6月20日開催予定の当社第65期定時株主総会において定款変更議案が承認可決さ
れることを条件に、委員会等設置会社への移行を予定しております。下記の役員の異動につきまして
は、委員会等設置会社への移行に伴うものであります。

※委員会等設置会社への移行により監査委員会が設置され、監査役が廃止になるためであります。

※上記の措置は、委員会等設置会社への移行に伴うものであります。

※平成15年6月20日開催予定の当社第65期定時株主総会における選任を条件とします。

※委員会等設置会社への移行により、代表取締役は廃止となり、代表執行役が新設されます。

※上記１）、２）、３）における「社外取締役」は、商法第188条第2項第7号ﾉ2に規定する社外取締役
の要件を充足する取締役であります。


